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父母の教育費負担を軽減し，子どもたちにゆきとどいた教育

を求める私学助成に関する請願 

 

 私学助成は，私学に通う生徒・保護者の経済的負担の軽減，

私学の施設や教職員の適切な確保を含めた教育環境の維持

拡充を主な目的として補助されている。茨城県では 2017 年

に高等学校入学金補助制度，中学校には 18 万円の授業料軽

減，小学校には国の 10万円の授業料軽減制度が新設された。 

 関東近県の取り組みについてみてみると，群馬県では，所

得に関係なく全家庭に 23,160 円の県単独補助が実現した。

神奈川県では年収 350-590 万円世帯について，44 万円まで

授業料減免制度を拡充した。東京都や埼玉県も年収 700 万円

世帯に踏み込んで授業料無償を実現し，さらに増額するな

ど，私立高校の授業料無償化の波は私たちの共通の願いとし

て次々と実現している。 

 しかし，私立小中学校には現在県独自の経常費助成がな

い。私立中学校の学費は高校よりもむしろ高い傾向にある。

日本国憲法では「義務教育はこれを無償とする」と明記され

ている。保護者負担軽減のために経常費助成の県単独補助の

創設と，特に低所得層に対する学費軽減措置の拡充は急務で

ある。 

 また，幼稚園・認定こども園では，若い共働き世代の保護

者も多く，学費や預かり保育にかかる費用の負担感は相当に

重くなっている。若い保護者の経済的負担軽減が強く求めら

れる。 

 以上の立場から，下記の事項について請願する。 

 

記 

 

１ 私立学校への経常費助成を増額すること。特に県単独補 

 

私学助成をすすめる茨城
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ほか 14,120 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山 中 たい子 

江 尻 加 那 

玉 造 順 一 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務企画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

不採択 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

助金について，高校に対し増額するとともに，小・中学校 

に対して創設すること。 

２ 学費の滞納や経済的理由による退学者を出さないよう 

に授業料軽減制度を大幅に拡充し，学校負担分をなくすこ 

と。 

 




